
【 総 括 】

Ⅰ 予 算 １件 ・平成２９年度奈良県一般会計補正予算（第３号）

Ⅱ 条 例 ７件 ・奈良県附属機関に関する条例の一部を改正する条例

・奈良県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

・職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

・奈良県税条例等の一部を改正する条例

・産業集積の形成及び活性化のための県税の課税免除に関する条例の一部を改正
する条例

・奈良県労働会館条例及び奈良県産業会館条例の一部を改正する条例

・奈良県国民健康保険保険給付費等交付金の交付及び国民健康保険事業費納付金
の徴収に関する条例

Ⅲ 契約等 １６件 ・道路整備事業にかかる請負契約の変更について

・流域下水道事業にかかる請負契約の締結について

・奈良公園施設魅力向上事業にかかる請負契約の変更について

・財産の譲与について

・財産の減額貸付について

・財産の処分について

・奈良県社会福祉総合センターの指定管理者の指定について

・奈良県立橿原公苑（明日香庭球場）の指定管理者の指定について

・奈良県第二浄化センタースポーツ広場の指定管理者の指定について

・大渕池公園の指定管理者の指定について

・奈良県社会教育センター研修施設（研修棟）の指定管理者の指定について

・関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

・公立大学法人奈良県立大学定款の変更について

・公立大学法人奈良県立医科大学定款の変更について

・地方独立行政法人奈良県立病院機構定款の変更について

・当せん金付証票の発売について

Ⅳ 計 画 １件 ・奈良県住生活ビジョンの変更について

Ⅴ 報 告 ２件 ・地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告について

損害賠償額の決定について

損害賠償額の決定について

・地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

自動車事故にかかる損害賠償額の決定について

合 計 ２７件

１２月定例県議会提出予定議案の概要１２月定例県議会提出予定議案の概要
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【 概 要 】

Ⅰ 予 算

１ 平成29年度奈良県一般会計補正予算案（第３号） 9,379,465千円

繰越明許費 新規 1,713,550千円
債務負担行為 追加 960,194千円 変更 2,744,000千円

政策課題別内訳
（単位：千円）

１ 台風２１号等による災害への対応 7,120,106

２ 観光の振興 7,191

３ 林業・木材産業の振興 3,351

４ 文化の振興 15,679

５ その他 2,233,138

財 源 内 訳
（単位：千円）

分担金及び負担金 18,375

特 国 庫 支 出 金 4,687,143

定 財 産 収 入 1,310,598

財 寄 附 金 1,000

源 繰 入 金 12,540

県 債 2,287,900

一 般 財 源 1,061,909

一般財源の内訳
（単位：千円）

繰 越 金 1,061,909

予 算 の 規 模
（単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 489,497,918

当 初 予 算 比 2.4％増

前 年 度 同 期 比 3.9％減
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奈良県一般会計補正予算（第３号）の事業概要

（政策課題別）

（注）
１ 事業名欄には、当該事業の実施主体について、以下の区分により記載しています。

県実施････････････････････県が直接行う事業です。
市町村実施、民間実施等････市町村や民間団体等が行う事業であり、県の予算は市町村や民間団体

等に対する負担金・補助金です。

２ 事業内容欄に記載している負担区分は、実施主体の事業費に対する標準的な負担区分です。
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１ 台風２１号等による災害への対応

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

公共土木施設災害復旧事 被災した公共土木施設の復旧 千円
業 負担区分 国2/3・県1/3、県10/10 4,229,000 県土マネジメント部

(債務負担行為 砂防・災害対策課
○30～○31

県実施 2,577,000)

河川災害関連事業 被災した河川構造物の復旧及び堆積土砂の除去 150,000 県土マネジメント部
負担区分 県10/10 (債務負担行為 河 川 課

県実施 ○30 90,000)

災害関連緊急砂防等事業 砂 防 五條市滝町
地 す べ り 対 策 五條市西吉野町平沼田 997,500 県土マネジメント部
急傾斜地崩壊対策 大淀町馬佐 砂防・災害対策課

県実施 負担区分 国2/3・県1/3、国1/2・県1/2

砂防指定地における行政 台風21号により、生駒市西松ヶ丘の住宅地に隣接す
代執行 る砂防指定地における無許可盛土の一部崩壊が発生 △ 43,000 県土マネジメント部

したため、行政代執行による対策工事を変更 (債務負担行為 砂防・災害対策課
県実施 負担区分 県10/10 ○30 167,000)

農地及び農業用施設災害 被災した農地及び農業用施設の復旧に対し補助
復旧事業 補助先 27市町村 992,000 農 林 部

負担区分 農地 国96.2％・市町村又は受益者3.8％ 農 村 振 興 課
市町村実施 施設 国98.8％・市町村又は受益者1.2％

林道災害復旧事業 被災した林道の復旧に対し補助
補助先 天理市、五條市、十津川村外４町村 111,868 農 林 部

市町村実施 負担区分 国90％・市町村10％ 森 林 整 備 課

災害関連緊急治山事業 荒廃山地のうち人家・公共施設等に被害を及ぼす箇
所を緊急に復旧 197,100 農 林 部
吉野町楢井、五條市西吉野町平沼田 森 林 整 備 課

県実施 負担区分 国2/3・県1/3

林地荒廃防止施設災害復 被災した林地荒廃防止施設（治山施設）の復旧
旧事業 曽爾村葛、明日香村稲渕、大淀町鉾立 24,750 農 林 部

県実施 負担区分 国2/3・県1/3 森 林 整 備 課

林地崩壊防止事業 被災した林地荒廃防止施設（治山施設）の復旧に対
し補助 39,375 農 林 部
補助先 大和郡山市、吉野町、大淀町 ほか 森 林 整 備 課

市町村実施 負担区分 国1/2・県1/4・市町村1/4

○新吉野学園及び大淀養護 吉野学園及び大淀養護学校の敷地内斜面崩落に伴う 健 康 福 祉 部
学校災害復旧事業 復旧 障 害 福 祉 課

負担区分 吉 野 学 園 県10/10 195,200 ・
大淀養護学校 国2/3・県1/3 教 育 委 員 会

県実施 学 校 支 援 課

○新奈良高校災害復旧事業 被災した奈良高校の復旧 100,000 教 育 委 員 会
県実施 負担区分 国2/3・県1/3 学 校 支 援 課

○新史跡高取城跡災害復旧 被災した史跡高取城跡の復旧
事業 負担区分 国70％・県30％ 98,000 教 育 委 員 会

県実施 文 化 財 保 存 課

○新文化財保存事業費補助 被災した国指定文化財の復旧に対し補助
金（台風21号災害復旧） 負担区分 国70％・県15％・実施主体15％ 28,313 教 育 委 員 会

市町村・民間実施 文 化 財 保 存 課
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２ 観光の振興

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新インバウンド推進コン 外国人観光客の誘客を図るため、平成30年７月にフ 千円

テンツ整備事業 ランスで開催される「ジャポニスム2018」のオープ

ニング等において活用するプロモーション用ＰＲ映 7,191 観 光 局

像を制作 観 光 プ ロ

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 モ ー シ ョ ン 課

３ 林業・木材産業の振興

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

奈良の木づかい研究事業 県産材の利用拡大を図るため、特色を活かした商品 千円

開発や新たな用途への活用に資する研究を実施

奈良県産スギ材を用いた弦楽器の製作 3,351 農 林 部

○29材の人工乾燥、振動特性調査 林 業 振 興 課

県実施 負担区分 国1/2・県1/2

４ 文化の振興

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

ムジークフェストなら 文化芸術活動の活性化を図るとともに誘客を促進す 千円

2018開催事業 るため、全国から高い注目を集める音楽祭を開催

時期 平成30年５月７日～６月３日

内容 奈良公園春日野園地での大規模野外コンサ

ートや社寺を中心に開催する奈良ならでは 3,800 地 域 振 興 部

のコンサートに加え、新たに０歳児から入 (債務負担行為 文 化 振 興 課

場可能なコンサートを開催するなど県内各 ○30 100,100)

地でコンサートを開催

民間実施 負担区分 民間負担分を除き県10/10

○新触れる文化財レプリカ 「企業版ふるさと納税制度」を活用し、（仮称）奈

製作活用事業 良県国際芸術家村で活用するコンテンツとして、重

要文化財のレプリカを製作 1,600 地 域 振 興 部

対象 黒塚古墳出土品 三角縁神獣鏡 ２点 文化資源活用課

県実施 負担区分 寄附金を除き県10/10

○新民俗博物館活用検討事 民俗博物館の今後の活用方針について検討を進める

業 ため、調査等を実施

大和民俗公園内にある古民家の破損状況調査 10,279 地 域 振 興 部

対象 古民家15棟 文化資源活用課

民俗博物館収蔵品のデータベース化

県実施 負担区分 国1/2・県1/2
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５ その他

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

県庁舎系施設南部地域再 県庁舎系施設南部地域再配置に伴う、旧五條高校跡 千円

配置整備事業 地における五條市との合同庁舎整備にかかる負担金

○29 埋蔵文化財発掘調査 12,540 総 務 部

○30～○31 造成工事等 (債務負担行為 フ ァ シ リ テ ィ

負担区分 県（基金）10/10 ○30～○31 126,000) マネジメント室

市町村実施 （庁舎等整備基金活用事業） 管 財 課

地域・経済活性化基金積 旧耳成高校跡地の一部及び旧高田総合庁舎跡地の売

立金 却収入を積み立て 1,310,598 総 務 部

県実施 負担区分 県10/10 財 政 課

財政調整基金積立金 地方財政法第７条第１項に基づく平成28年度決算剰

余金の積み立て 910,000 総 務 部

県実施 負担区分 県10/10 財 政 課
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【繰越明許費補正】

新 規

担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

災害関連緊急砂防等事業 千円 工期の確保のため 県土マネジメント部

997,500 砂防・災害対策課

治山事業

災害関連緊急治山事業 212,100 同 上 農 林 部

林地荒廃防止施設災害復旧 36,750 同 上 森 林 整 備 課

事業

治山事業 172,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる

○新吉野学園及び大淀養護学校 健 康 福 祉 部

災害復旧事業 障 害 福 祉 課

吉野学園災害復旧事業 97,600 工期の確保のため ・

大淀養護学校災害復旧事業 97,600 同 上 教 育 委 員 会

学 校 支 援 課

○新奈良高校災害復旧事業 100,000 同 上 教 育 委 員 会

学 校 支 援 課

繰越明許費 計（新規） 1,713,550

（７件）
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【債務負担行為補正】

追 加
（単位：千円）

担 当 部 局
事 項 期間・限度額 補 正 理 由

・課 室 名

河川災害関連事業にかかる契 平成３０年度 工期の確保のため 県土マネジメント部

約（寺川外７河川）（再掲） 90,000 河 川 課

ムジークフェストなら2018 平成３０年度 事業期間の確保のため 地 域 振 興 部

開催事業にかかる契約 100,100 文 化 振 興 課

（再掲）

県庁舎系施設南部地域再配置 平成３０年度から 同 上 総 務 部

整備事業にかかる契約 平成３１年度まで フ ァ シ リ テ ィ

（再掲） 126,000 マネジメント室

管 財 課

社会福祉総合センター指定管 平成３０年度から 社会福祉総合センターの管理を指定管理者に 健 康 福 祉 部

理事業 平成３４年度まで 行わせるため 地 域 福 祉 課

344,500

明日香庭球場指定管理事業 平成３０年度から 明日香庭球場の管理を指定管理者に行わせる く ら し 創 造 部

平成３４年度まで ため スポーツ振興課

18,135

第二浄化センタースポーツ広 平成３０年度から 第二浄化センタースポーツ広場の管理を指定 県土マネジメント部

場指定管理事業 平成３４年度まで 管理者に行わせるため 下 水 道 課

49,635

大渕池公園指定管理事業 平成３０年度から 大渕池公園の管理を指定管理者に行わせるた まちづくり推進局

平成３４年度まで め 公 園 緑 地 課

130,250

社会教育センター研修施設 平成３０年度から 社会教育センター研修施設（研修棟）の管理 教 育 委 員 会

（研修棟）指定管理事業 平成３２年度まで を指定管理者に行わせるため 人権・地域教育課

101,574

変 更
（単位：千円）

期 間 ・ 限 度 額 担 当 部 局
事 項 補 正 理 由

現 行 補 正 後 ・課 室 名

公共土木施設災害復旧事 平成３０年度 平成３０年度から 工期の確保のため 県土マネジメント部

業にかかる契約（再掲） 平成３１年度まで 砂防・災害対策課

860,000 3,437,000

砂防指定地における行政 平成３０年度 平成３０年度 工程の変更に伴う工期の確保 県土マネジメント部

代執行にかかる契約 133,000 300,000 のため 砂防・災害対策課

（再掲）
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Ⅱ 条 例

１ 奈良県附属機関に関する条例の一部を改正する条例

知事の附属機関として、いこいの村大和高原事業者選定委員会を設置するため、所要の改正を
しようとするものである。

施行期日 公布の日

２ 奈良県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

市町村が処理することとする事務を追加するため、所要の改正をしようとするものである。
施行期日 平成３０年４月１日

３ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う地方公務員の育児休業等に関する法律の改正
に伴い、非常勤職員について、働きながら育児がしやすい環境の整備を一層進めるため、所要の
改正をしようとするものである。

施行期日 公布の日

４ 奈良県税条例等の一部を改正する条例

自動車取得税等の納税義務者が、電子情報処理組織を使用して移転登録の申請をし、併せて電
子情報処理組織を使用して申告書の提出を行う際に自動車取得税等を納付する場合においては、
証紙を貼ることに代えてその額面金額に相当する現金を納付することができるようにするため、
所要の改正をしようとするものである。

施行期日 平成３０年２月５日（一部 公布の日）

５ 産業集積の形成及び活性化のための県税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の改正に伴い、
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に規定する促進区域内に
おいて、承認地域経済牽引事業のための施設のうち対象施設を設置した承認地域経済牽引事業者
について、不動産取得税及び固定資産税の課税免除をするため、所要の改正をしようとするもの
である。

施行期日 公布の日

６ 奈良県労働会館条例及び奈良県産業会館条例の一部を改正する条例

中和労働会館の移転に伴い、中和労働会館の使用料を定める等のため、所要の改正をしようと
するものである。

施行期日 平成３０年４月１日

７ 奈良県国民健康保険保険給付費等交付金の交付及び国民健康保険事業費納付金の徴収に関する条例

国民健康保険法等の改正に伴い、国民健康保険保険給付費等交付金の交付及び国民健康保険事
業費納付金の徴収に関し必要な事項を定めようとするものである。

施行期日 平成３０年４月１日（一部 公布の日）
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Ⅲ 契約等

１ 道路整備事業にかかる請負契約の変更について

一般国道168号辻堂バイパス堂平大橋上部工（地域連携道路事業）工事
請負契約名 ピーエス三菱・大日本土木特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社 ピーエス三菱 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年２月２８日まで
１ 変 更 前

契 約 金 額 1,595,393,280円

工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年２月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,620,334,800円

一般国道369号香酔峠工区（南地区）道路改良工事（防災・安全交付金事業
（道路環境整備））

請負契約名
大日本土木・森下組特定建設工事共同企業体
代表者 大日本土木株式会社 奈良営業所

２ 工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年３月１６日まで
変 更 前

契 約 金 額 629,339,760円

工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年５月３１日まで
変 更 後

契 約 金 額 691,425,720円

２ 流域下水道事業にかかる請負契約の締結について

工 事 名 第二浄化センター水処理高圧受変電設備等更新工事（防災・安全交付金事業）

工 事 場 所 北葛城郡広陵町萱野

工 事 期 間 契約締結の日から平成３３年１月２９日まで

契 約 金 額 996,612,120円

大阪市中央区瓦町４丁目２番１４号
契約の相手方 株式会社 明電舎 関西支社

支社長 毛綿谷 聡

３ 奈良公園施設魅力向上事業にかかる請負契約の変更について

（仮称）登大路バスターミナル新築工事（建築工事）（県庁周辺地区交通環境
整備事業（社会資本）（主プロ））

請負契約名
奥村・山上特定建設工事共同企業体
代表者 株式会社 奥村組 奈良支店

工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年１２月２８日まで
変 更 前

契 約 金 額 2,647,728,000円

工 事 期 間 契約締結の日から平成３０年１２月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 2,655,572,040円
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４ 財産の譲与について

財産の所在地 奈良市佐紀町４３４番地

財産の表示 建物 木造平屋建 延床面積 158.76㎡

譲与の目的 国営平城宮跡歴史公園内の便益施設及び休養施設として

高市郡明日香村大字平田５３８
譲与の相手方 分任契約担当官

近畿地方整備局 国営飛鳥歴史公園事務所長 松 本 浩

譲 与 日 平成３０年３月２４日

５ 財産の減額貸付について

財 産 の 所 在 地 城市寺口１０９６番１０６

土地 34,494㎡のうち一部 4,362㎡
建物 鉄筋コンクリート造３階建 延床面積 3,462.23㎡

財 産 の 表 示 鉄筋コンクリート造平屋建 延床面積 24.38㎡
鉄骨造２階建 延床面積 96.00㎡
鉄骨造平屋建 延床面積 40.00㎡

貸 付 の 目 的 宿泊施設として

橿原市醍醐町２９６番地の１
貸 付 の 相 手 方 アスカ美装株式会社

代表取締役 森 脇 大 統

貸 付 期 間 平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

減額する貸付料の額 県が定める貸付料算定基準に基づき算定した貸付料から15,000,000円を控除し
（ 年 額 ） た額

６ 財産の処分について

財産の所在地 五條市岡口１丁目１１０番１、五條市岡町６１４番１

財産の表示 土地 21,607㎡

処 分 金 額 197,056,000円

五條市本町１丁目１番１号
処分の相手方

五條市長 太 田 好 紀

７ 奈良県社会福祉総合センターの指定管理者の指定について

奈良いきいきプロジェクト
代表企業 神戸市中央区海岸通６番地

指定の相手方
国際ライフパートナー株式会社
代表取締役 荒 谷 明 彦

指定の期間 平成３０年４月１日～平成３５年３月３１日
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８ 奈良県立橿原公苑（明日香庭球場）の指定管理者の指定について

大和高田市本郷町２番３８－５０６号
指定の相手方 有限会社 ハードボールテニス

代表取締役 岡 田 守 弘

指定の期間 平成３０年４月１日～平成３５年３月３１日

９ 奈良県第二浄化センタースポーツ広場の指定管理者の指定について

サンアメニティ・Ｒｅａｌ Ｓｔｙｌｅ共同事業体
代表構成員 東京都北区王子三丁目１９番７号

指定の相手方
株式会社 サンアメニティ
代表取締役 吉 澤 幸 夫

指定の期間 平成３０年４月１日～平成３５年３月３１日

10 大渕池公園の指定管理者の指定について

青垣協同組合グループ
代表構成員 奈良市右京三丁目１番地の１

指定の相手方
青垣協同組合
代表理事 荻 田 安 雄

指定の期間 平成３０年４月１日～平成３５年３月３１日

11 奈良県社会教育センター研修施設（研修棟）の指定管理者の指定について

橿原市醍醐町２９６番地の１
指定の相手方 アスカ美装株式会社

代表取締役 森 脇 大 統

指定の期間 平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日

12 関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

地方自治法第２９１条の３第１項の規定により、関西広域連合規約を変更することについて、
同法第２９１条の１１の規定により議会の議決を求めるものである。

13 公立大学法人奈良県立大学定款の変更について

地方独立行政法人法第８条第２項の規定により公立大学法人奈良県立大学定款の一部を変更す
ることについて、議決を求めるものである。

14 公立大学法人奈良県立医科大学定款の変更について

地方独立行政法人法第８条第２項の規定により公立大学法人奈良県立医科大学定款の一部を変
更することについて、議決を求めるものである。

15 地方独立行政法人奈良県立病院機構定款の変更について

地方独立行政法人法第８条第２項の規定により地方独立行政法人奈良県立病院機構定款の一部
を変更することについて、議決を求めるものである。
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16 当せん金付証票の発売について

平成３０年度における本県の発売限度額 10,000,000千円以内

Ⅳ 計 画

１ 奈良県住生活ビジョンの変更について

平成２４年９月に策定した奈良県住生活ビジョンについて、住宅・住生活を取り巻く状況や課
題の変化等を踏まえた変更を行い、奈良県の県行政に関する基本的な計画等を議会の議決すべき
事件として定める条例に基づき、議決を求めるもの

Ⅴ 報 告

１ 地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告について

・損害賠償額の決定について
施設管理瑕疵にかかる損害賠償額の決定 １件
損害賠償額 102,800円

・損害賠償額の決定について
道路管理瑕疵にかかる損害賠償額の決定 ９件
損害賠償額 1,360,021円

２ 地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

・自動車事故にかかる損害賠償額の決定について
自動車事故にかかる損害賠償額の決定 16件
損害賠償額 2,933,736円


